令和８年度第１回河内長野市行財政評価委員会

日　時
令和８年７月２３日（木） 午後２時～午後３時３０分
場　所
市役所８階　８０２会議室

出席者
河内長野市行財政評価委員会：６名

市：藤川総務資源部長、吉川総務課長、森岡総務課参事、岩本秘書企画課長
横山総務課主幹兼G長、山田秘書企画課長補佐
１．開会
２．案件　第６次総合計画実施計画に対する行政評価方法の改正
および行政経営改革プランの改訂について
＜議事結果＞

　事務局の方針を承認。方針案に従い精査を進め、第３回会議において答申案を審議し、内容確認と了承取得の場とすることが合意された。
＜議事概要＞
第6次総合計画の開始に伴い、施策が38から54のプランへ増加することから、従来の網羅的な評価方式では職員及び外部委員の負担が大きく、十分な議論が困難になるとの事務局からの打診があった。このため、行政評価及び行政経営改革プランについては、網羅性重視から実効性重視へ転換し、評価対象を絞り込みながら深い議論と改善につながる仕組みへ見直す方向で整理した。
行政経営改革プランの位置付けについては、参考指針にとどめず、全職員が日常業務において判断の拠り所とする組織運営の共通言語へ格上げすることとした。改革の視点は「行政運営の適正化」「効率的な行政運営」「施策効果の最大化」の3つに整理し、それぞれ妥当性・効率性・効果性の評価軸と対応させる。プランの改定にあたっては、既存の指標や取組内容をおおむね妥当とした上で、項目整理を中心としつつ、デジタル技術活用、公民連携、生成AI活用等の時流を反映した見直しを行う。
評価の運用面では、妥当性・効率性・効果性の評価を担当課による内部評価で実施し、外部委員はその評価結果の妥当性を検証する役割と整理した。外部評価は対象プランを絞り込み、評価結果を次年度以降の改善に確実につなげるため、見直し方針欄や記載ガイドラインの整備を進める。また、10年間の指標として基本構想に設定されているアンケート調査の結果や3か年の実施計画に設定されるアウトプット指標を組み合わせて評価に活用することとした。
なお、総合計画や行政改革評価では行政責任に比べて住民自治の役割や成果が見えにくいとの指摘があった。防災・防犯、医師会、商工会議所等も含めた多様な主体による取組を指標や評価に反映する工夫が必要であり、今後の検討課題として確認された。
今後のスケジュールについては、行政経営改革プラン概要版の大枠を維持しつつ、現在の事業内容との整合を中心にブラッシュアップを進めることを確認した。第3回においては、事前に整理内容を送付した上で、内部評価に対する外部評価、次年度以降の行政評価方法、行政経営改革プランの詳細設計及び答申案を審議し、内容確認と決議の場とすることが合意された。事務局においては、本日の意見を踏まえ評価チェックリスト等を作成し、行政評価方法の見直し及びプラン改定に反映させることとした。
＜主な質問・意見＞
・外部評価を網羅性から実効性へと見直す方針は評価できる。

・第６次総合計画における評価指標の目標値設定はどの様な考え方か。
⇒（回答）多くの指標が５段階評価のアンケート調査によるものであり、現時点の実績値と、最高点である５点との差を１０年間で３割高める目標とした。

・ビジョン、プラン、事業という名称や、プランが口語文になっていることで、やわらかさはわかるが少しわかりにくい表現になっている。評価する際に混乱しない様、説明を丁寧にしてほしい。

・PDCAサイクルのアクションへの反映が難しいという課題は、一般的にも苦慮されていると思われる。様式等での整理だけでなく、職員に対し、様式への記載方法についてガイドライン等を設けた方が良いと考える。
・第６次総合計画において、第５次総合計画から指摘していた住民自治の視点が抜けたままであることは残念。これにより、外部評価においても住民自治への評価が難しく、行政評価に終始することになる。現在の評価方法案を否定するものではないが、この点は、継続的に評価方法の見直しを一緒に考えていきたい。
⇒（回答）第６次総合計画は、市民に伝わらなくては意味がないということで、市民への分かりやすさや見やすさを重視し、市民生活の場面ごとに、目指すべきビジョンを短く印象的なメッセージでまとめた。市民・事業者・行政が一体となり、役割分担をしながらまちづくりを進めていくことを目指したものであり、住民自治を推進する目的は一致していると考えている。
